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  貸  借  対  照  表   

（平成19年11月30日現在） 

資   産   の   部 負 債 の 部 

科       目  金   額 科       目  金    額 

千円 千円

流 動 資 産  618,208 流 動 負 債  318,766 

現 金 及 び 預 金 290,937 短 期 借 入 金  30,000 

営 業 未 収 金  313,606 未 払 金  19,895 

前 払 費 用 9,776 未 払 費 用  197,998 

繰 延 税 金 資 産 5,649 未 払 法 人 税 等  31,475 

そ の 他  120 そ の 他  39,397 

貸 倒 引 当 金  △1,882 固 定 負 債  120,000

 長 期 借 入 金  120,000

     

固 定 資 産  147,068 負   債   合   計  438,766 

有 形 固 定 資 産  4,932 純 資 産 の 部 

建 物  2,853 株 主 資 本  333,846 

構 築 物  24 資 本 金  100,000 

工具、器具及び備品  484 資 本 剰 余 金  31,000 

土 地  1,571 資 本 準 備 金 15,000 

無 形 固 定 資 産  4,097 その他資本剰余金  16,000 

ソ フ ト ウ ェ ア  1,814 利 益 剰 余 金  202,846 

電 話 加 入 権  2,282 利 益 準 備 金  14,000 

投 資 そ の 他 の 投 資  138,037 その他利益剰余金 188,846 

投 資 有 価 証 券  121,344 任 意 積 立 金  40,000 

繰 延 税 金 資 産  5,312 繰越利益剰余金  148,846 

長 期 前 払 費 用  11 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △7,336 

差 入 保 証 金  11,369 その他有価証券評価差額金  △7,336 

   純 資 産 合 計 326,509 

資 産 合 計  765,276 負債・純資産合計  765,276 

  

（注）記載金額は千円未満切り捨てて表示しております。 
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 個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に関する注記 

 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの ··· 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの ··· 移動平均法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産·········· 定率法 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物        3年 ～ 47年 

工具器具及び備品  5年 ～  8年 

（会計処理の変更） 

法人税法の改正に伴い、平成19年4月1日以降に取得した有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

この変更による損益に与える影響はありません。 

無形固定資産·········· 定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

投資その他の資産 

長期前払費用 ····· 均等償却 

(3) 引当金の計上基準 

貸倒引当金 ············ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法定繰

入率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可

能性を検討し回収不能見込額を計上しております。 

 

(4) リース取引の処理方法···· リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 
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(5) ヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法···········特例処理の要件を満たす金利スワップについて特例処理を採用して

おります。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ・ヘッジ手段 ········ 金利スワップ 

     ・ヘッジ対象 ········ 短期借入金 

  ③ヘッジ方針················固定金利を市場の実勢金利に合わせて変動化する場合や将来の金利

上昇リスクをヘッジするために変動金利を固定化する目的で、「金利

スワップ取引」を利用しているのみであり、投機目的の取引は行っ

ておりません。 

  ④ヘッジ有効性評価の方法··· 特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。 

 

(6) 消費税等の会計処理方法·· 税抜方式を採用しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

 (1) 支配株主に対する金銭債権・債務 

支配株主に対する短期金銭債権 3,936千円 

支配株主に対する長期金銭債権 2,193千円 

支配株主に対する短期金銭債務 57千円 

支配株主に対する長期金銭債務 120,000千円 

 

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 11,210千円 

 

３．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 147 円 08 銭 

(2) １株当たり当期純利益 25 円 91 銭 

 

４．当期純損益金額 

当期純利益金額 29,602 千円 


